
令和４年４月 改訂

（様式１）  登録番号

　　　年　　　月　　　日
（あて先）

札幌エルプラザ公共４施設指定管理者

公益財団法人さっぽろ青少年女性活動協会理事長

申込者　 氏 名

電話番号

※太枠については必須項目となるので必ず記入してください。

※市民活動データベースにおいて情報を公開してよいものは、右欄に○を記入してください。

（ ）

（ ）

２ 代 表 者 名
（ フ リ ガ ナ ）

役職 （ ）

（〒　　　　　－　　　　　　　　）

４ 電 話 番 号 ５

６ 電 子 メ ー ル

７
HP ア ド レ ス

SNS ア カ ウ ン ト

８ 活 動 分 野

　　める活動

□⑫男女共同参画社会の形成の推進を図る活動　(14『活動分野の詳細』にご記入ください）

□⑬子どもの健全育成を図る活動　　　　　　　□⑭情報化社会の発展を図る活動

□⑰職業能力開発または雇用機会の拡充を支援する活動

□㉑その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

□⑱消費者の保護を図る活動　(14『活動分野の詳細』にご記入ください）

　  の活動

□⑲上記①～⑱の活動を行う団体の運営または活動に関する連絡、助言または援助

□⑳上記①～⑲に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定

 上記のうち特に力を入れている分野　（　　　　　）

情 報

公 開

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

※以下のように分類するとどれに該当しますか。あてはまるものすべてにレ印をつけてください。

□⑧災害救援の活動　　　　　　　　　　　　　□⑨地域安全活動

□⑩人権の擁護または平和の推進を図る活動　　□⑪国際協力の活動

□⑥学術、文化、芸術またはスポーツの振興を図る活動

□⑦環境の保全を図る活動　(14『活動分野の詳細』にご記入ください）

□⑤農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

□⑮科学技術の振興を図る活動　　　　　　　　□⑯経済活動の活性化を図る活動

□①保健、医療または福祉の増進を図る活動　　□②社会教育の推進を図る活動

□③まちづくりの推進を図る活動            　 　　  □④観光の振興を図る活動

［ 新 規 ・ 変 更 ・ 更 新 ］

札幌市市民活動サポートセンター 市民活動団体登録申込書

団 体 名
（ フ リ ガ ナ ）

１

団 体 連 絡 先

（ 所 在 地 ）
３



９ 活 動 目 的

※

10 活 動 内 容

※

11 設 立 年  西暦　　　　　　　　　　年

12 活 動 地 域 □１　１つの区の区域内 □２　札幌市内

□３　札幌市とその近郊の区域程度 □４　北海道内

□５　日本国内 □６　海外のみ

□７　国内及び海外

□８　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□２　その他の法人

□１　取得中 □２　取得する予定がある

□３　取得の予定はない □４　わからない

※取得する理由（法人格あり、または法人格なしで「取得中」「取得する予定がある」場合に記入）

□１　社会的信用が高まる

□２　営利を目的とした活動でないことが理解してもらえる

□３　権利、義務が明確になり責任ある体制となる

□４　寄付金や公的援助（補助金など）を受けやすい

□５　公益法人などに対する税制上の優遇措置がある

□６　行政からの委託業務などを受けやすい

 □７　賃貸借の契約や預貯金口座開設などが行いやすい

□８　資産（基金、不動産）の登記ができる

□９　会員や協力者を得やすい

□10　専従スタッフの雇用（確保）がしやすい

□11　その他（ 　　　　　　　　　　　　　）

※取得しない理由（法人格なしで「取得の予定はない」場合に記入）

□１　他の法律により既に法人格を取得しているため

□２　団体として不動産、預金等の資産を保有していないため

□３　必要に応じて活動しており、恒常的な組織は存在しないため

□４　法人設立の準備、手続きが煩雑であるため

□５　法人化する必要性を感じないため

□６　法人設立の基準が厳しいから

□７　法人設立の手続きが煩わしいから

□８　法人となって行政機関に監視されるのがいやだから

□９　その他（ 　　　　　　　　　　　　　）

情 報

公 開

13 法 人 格
□有

□１　特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に基づく法人

□無

会則・規約が

あればそれに

記載されてい

る内容をご記

入ください。

具体的な活動

内容を記入し

てください。



14　活動分野の詳細

□ア □ア □ア

□イ エネルギー･資源 □イ

□ウ 自然保護・野生動物保護 □イ

□エ 森林保全・緑化 □ウ

□オ 大気環境

□カ 水環境・流域保全 □エ □ウ

□キ 廃棄物・リサイクル □オ

□ク

□カ □エ

□ケ 食料・農林水産業

□コ 地域づくり・地域保全 □キ

□サ 住環境 □オ

□シ 交通環境 □ク

□ス 音環境 □カ

□セ 健康・リスク □ケ その他

□ソ 環境教育・自然体験 □キ

□タ

□チ 行政・企業への提言 □ク

□ツ その他環境保全活動

□ケ

15 会員制度 □１　有

会員資格（複数選択可）

□１　活動やサービスを受ける人が会員である

□２　活動をする人（ボランティアを含む）が会員である

□３　直接活動はしないが会の理念、趣旨に賛同した支援者が会員である

□４　その他（ )

会員数（　　　　　　）人

□２　無

16

情 報

公 開

８の⑦を選んだもののうち次にあ

てはまる活動

８の⑱を選んだもののうち次にあ

てはまる活動

地球温暖化・オゾン層・酸

性雨

政策、方針決定過程への女

性の参画に係る活動

８の⑫を選んだもののうち次にあ

てはまる活動

消費者啓発・教育活動（パ

ンフレット等の発行・講習

会の開催）

活動のＰＲ

経済活動（共同購入、産地

直売等）

メディアにおける女性の人

権に係る活動

教育分野における男女共同

参画に係る活動

国際協力・国際交流・国際

支援

消費・生活・ライフサイク

ル 生涯を通じた女性の健康に

係る活動

商品（食品を除く）の品質

や安全性等の問題に係る活

動

環境問題（地球環境、省資

源、省エネルギー、リサイ

クル、ごみ問題等）に係る

活動

その他（商品テスト、調査

活動、苦情処理等）

物価問題（食料品価格等）

に係る活動

高齢者問題（福祉ボラン

ティア活動、年金等）に係

る活動

サービス（教養娯楽サービ

ス、金融サービス等）の内

容、契約に係る活動

就業分野における男女共同

参画に係る活動

仕事と子育ての両立に係る

活動

高齢者の暮らしに係る活動

女性に対する暴力に係る活

動

食に関する問題に係る活動

（食の安全性、食生活と健

康等）


